
3

序論　刑法の基礎理論　１　刑法の目的

１　刑法の目的

法益保護機能

１．応報刑論 t司H26-1[1],H30-1-3/4,R6-8-①

犯罪が行われたから刑罰を科すという見解（刑罰は犯罪に対する応
報であることそれ自体によって正当化されるとする見解）

⑴　絶対的応報刑論（絶対主義） t司R6-8-②

刑罰を、犯罪に対する公的応報とする見解
→「刑罰は犯罪に対する当然の報いであって他に目的を持たない」
と評されるように、犯罪防止目的を一切考えない純粋の応報刑論

⑵　相対的応報刑論（併合主義）
刑罰は犯罪結果に対する応報であり犯罪予防効果も期待できるから
正当化されるとする見解

２．目的刑論（相対主義）
刑罰を、広い意味での犯罪防止の目的のために科されるものとする
見解

⑴　一般予防論 t司H30-1-2,R6-8-⑤/⑥

刑罰の持つ広い意味での威嚇力により、一般人が犯罪に陥ることを
防止しようとする見解

⑵　特別予防論 tｻﾝ4-⑤,司H30-1-1,R6-8-③/④

刑罰により犯罪者自身が再び犯罪に陥ることを防止しようとする見
解
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c 応報刑論に対しては、犯
罪予防のために必要な刑で
あっても、責任に対応する
刑を超える刑を科すことが
できなくなるという批判が
ある t司R6-8-②

c 一般予防論に対しては、
刑罰は重ければ重いほどよ
いということになってしま
うという批判がある t司
R6-8-⑥

c 特別予防論に対しては、
刑罰と保安処分の区別がな
くなってしまうという批判
がある t司R6-8-④
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２　罪刑法定主義

第１．慣習刑法の禁止
犯罪と刑罰は法律の形式により明文で規定することを要し、刑法の
法源として慣習法を認めないとする原則

第２．事後法の禁止（遡及処罰の禁止）
刑法はその施行の時以後の犯罪に対して適用され、施行前の犯罪に
対し、遡って適用されることはないという原則

１．法律の改正
行為のときには「違法」であったが、罰則がなかった行為について、
後に法律を改正してそれを処罰することも禁止される

２．刑の変更

⑴　軽い刑への変更
「犯罪後の法律によって刑の変更があったときは、その軽いものに
よる」（６）
∵　罪刑法定主義からすれば、原則として行為時の法が適用される
ことになるが、６条は遡及処罰禁止の趣旨を受けて政策的に例外
を規定する
cf．重い刑へ変更された場合は、変更前の刑が適用される

⑵　要件

ア　①「犯罪後」
実行行為終了後を指す（結果犯でも結果発生時ではない） t司H21-16-ｲ

犯罪の実行行為が、新旧両法にまたがる場合には、以下（ア～エ）
のように処理される t司H21-16-ｴ
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